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初めに❶「認知症対策推進計画での子ども達の認知症教

育推進について」お伺い致します。 

我が国の急速な高齢化の進展とともに、認知症の発症者

数が増加している現状に鑑み、また、６５歳以上の高齢者

人口が日本の総人口の三分の一になると推定され、更に 

労働力人口の減少など、様々な社会的な問題が生じること

が予想される、2030 年問題などと考え合わせれば、    

本県でも認知症対策の充実は、喫緊の課題であります。 

国でも認知症対策は最重要の課題と捉え、自民、公明の

与党両党は本年六月二十日、認知症の人が「社会の一員と

して尊重される社会の実現を図る」ことなどを明記し、施

策の強化を図る「認知症基本法案」を衆院に、共同提出致

しました。 

認知症についての課題は、予防、ケア、街づくり、教育、

生活支援など多岐にわたるため、法案では国や自治体、  

事業者、国民の責務を定めました。 

提出された「認知症基本法案」は、１０月４日  召集の、  

秋の臨時国会で成立予定となっております。 
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この基本法が制定されれば、政府の取り組みに加え、  

法的な面でも、認知症施策を本格的に前進させる確かな 

土台ができます。 

この認知症基本法案において、策定するよう努めなけれ

ばならないとされている、都道府県認知症施策推進計画に

ついては、本県では、すでに「健康長寿やまなしプラン」

の部門計画として、「認知症対策推進計画」が 策定され、

進められております。 

本推進計画には国の計画と同様に、認知症になっても 

安心して暮らし続けられる山梨県を目指した、県民一人 

ひとりの行動指針となっていることを承知しております。 

予想される政策課題に対し、素早い対応は、県民として  

感謝するところであります。 

本推進計画を受け、本県の多くの市町村では、住民への

理解促進が自治会活動等を通じ、地域で活発に行われて 

いることを確認しております。 

しかし、今後予想される認知症者数の増加や、先の    

２０３０年問題などを考えあわせれば、認知症対策を更に
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前へと進めるには、若い世代を中心にした、次代を担う  

子ども達への認知症教育や、啓発活動が、特に重要と考え

られます。 

そこで、本県の学校教育における、認知症を正しく理解

し、認知症の人や家族を支える認知症サポーターの養成 

状況についてお伺いします。 

また、他者への慈しみや、認知症への理解を小さい   

頃から継続して子ども達に教えていくことが、今後益々 

必要であると考えますが、教育現場では、認知症をはじめ

とした高齢者に対する理解を深めるような教育にどのよう

に取り組んでいるのか、御所見をお伺いします。 


